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5 太監公示第 8 号 

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 199 条第 14 項の規定により、監査の結果に基

づき措置を講じた旨の通知がありましたので、次のとおり公表します。 

令和 5 年 10 月 31 日 

太宰府市監査委員  吉 野    茂 

太宰府市監査委員  森 田 正 嗣 

記  

１ 平成 29 年度定期監査及び行政監査 

監査の結果及び措置状況（都市整備部建設課） 

監査結果 措置状況（方針） 通知日

公園台帳について 

都市公園法第 17 条第 1 項では、「公園

管理者は、その管理する都市公園の台帳

を作成し、これを保管しなければならな

い。」とされている。さらに、都市公園

法施行規則第 10 条第 4 項で、「記載事項

に変更があったときは、公園管理者は、

速やかにこれを訂正しなければならな

い。」とされている。しかしながら、台

帳は作成されているものの、記載事項が

更新されていないものが多く見受けら

れた。 

順次すべての公園について台帳の記

載内容の確認を行い、台帳の整備を進め

るべきである。定期的に台帳の記載事項

の確認・更新を行い、関係法令に則った

適正な公園管理に努められたい。 

特に 5,000 ㎡以上の公園については早

急に台帳を整備されたい。少なくとも公

園の現況を把握することが肝要である。

特に優先すべきとの指摘を受けま

した、面積 5,000 ㎡以上の公園（全５

公園）の台帳整備につきましては、令

和４年度に更新完了いたしました。 

本年度は、残る公園の内、面積 2,000

㎡以上の公園（全 16 公園）について、

公園台帳の内容確認・更新を、６ヶ月

間会計年度任用職員を用いて行う予

定です。 

引き続き、適正な公園管理に努めて

まいります。  
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道路用地の借入について 

相続人が多数となっている土地や所

有者の所在把握が困難な土地等につい

ては、事業の推進において様々な支障が

生じているため、国土交通省がガイドラ

インを作成している。 

道路用地は取得が原則であり、平成 22

年度の土地賃貸借契約締結の起案文書

でも、契約相手方と用地買収について今

後とも継続協議を行うという確認がと

れている。 

遺産分割協議が終了していない土地

に関して、相続人の一人と賃貸借契約を

しているが、その契約の有効性について

も検討を行うとともに、国土交通省のガ

イドライン等を参考にされ、当該用地取

得に向けて努力されたい。

用地取得に向け土地管理人（相続人

の一人）に相続手続きを促すととも

に、市も協力しているところですが、

相続人が多数おられるため費用負担

が相当かかることが予想され、用地買

収額では見合わないとの理由で協力

が得られない状況です。 

なお、国土交通省のガイドライン

は、所有者が把握できている本件には

適用されず、相続登記をしないまま所

有権移転登記を可能とする制度では

ありません。 

また、道路用地として利用する権原

が必要であることから、やむを得ず賃

貸借契約を締結しています。賃貸借契

約の解除は市道として長い間利用い

ただいている市民の不利益につなが

る可能性があります。 

所有者不明土地に関しては全国的

な問題となっており、現在解消に向け

民法や不動産登記法の改正が行われ

ている状況であることから、今後これ

らの施行状況を見ながら相続手続き

を促し、用地取得につなげていきたい

と考えています。 

R5.6.7

２ 平成 30 年度第 1 期定期監査及び行政監査 

監査の結果及び措置状況（健康福祉部高齢者支援課） 

監査結果 措置状況（方針） 通知日

補助金等について 

補助金等が交付されている団体につ

いて、その補助金額を上回る繰越金が生

じている団体が見受けられた。 

地方自治法第 232 条の 2 では「普通地

方公共団体は、その公益上必要がある場

合においては、寄附又は補助をすること

ができる。」と規定されており、公益上

の必要性や公平性等を踏まえ、補助対象

や金額が妥当であるかという点につい

て適切に判断する必要がある。 

今回のような補助金額を上回る繰越

金が生じている状況を看過しているこ

とは、本来補助金が交付される必要があ

老人クラブ補助金については、県の

補助金（31,040 円/単位クラブ）を財

源として、太宰府市長寿クラブ連合会

に加盟している単位クラブ毎に年間

51,840 円を交付していますが、近年の

単位クラブ数の減少が大きな課題と

なっています。 

 老人クラブ関係事業については、平

成29年度に補助金交付規則を制定し、

申請から実績報告までの事務手続き

を規定した繰越金の取扱については

規定していません。 

 ご指摘の繰越金について、長寿クラ
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るのか甚だ疑問である。 

繰越金の限度額を認める必要性があ

るのであれば、補助の目的や対象、繰越

金の取扱い等について、補助要綱等を規

定し、基準を明確にすべきである。 

ブ連合会の事務局に対し問題提起を

行い一定の理解は示されたものの、

「年度当初の資金繰りのための繰越」

「周年事業に備えた繰越」等、各クラ

ブそれぞれの理由があり、繰越金の内

容を精査したうえで慎重に議論する

必要があるという意見を頂いていま

す。 

 令和４年度に近隣市に同補助金の

取り扱いについて聞き取りを行った

ところ、老人クラブの日常的な活動を

支援する目的の補助金であり、国の財

源も入っています。毎年の老人クラブ

運営の基礎的な費用ととらえていま

す。また、繰越金を理由に補助金交付

対象としないこととすれば、補助対象

クラブ数が減り、国・県に活動の衰退

と受け取られる恐れがある、等の意見

でした。中には多額の繰越金を有する

単位クラブに対しては事業で会員へ

還元する、周年事業の積立については

会計を別にすることなどを口頭で指

導する、という自治体もあり、今後の

参考とします。 

３ 平成 30 年度財政援助団体等監査 

監査の結果及び措置状況（健康福祉部福祉課） 

監査結果 措置状況（方針） 通知日

補助金交付規程について

本市の補助金は、国が実施する「高年

齢者就業機会確保事業費等補助金（シル

バー人材センター事業分）及び雇用開発

支援事業費等補助金（シルバー人材セン

ター事業分）交付要綱」及び「高年齢者

就業機会確保事業（シルバー人材センタ

ー事業）執行方針」に準じて交付されて

おり、手続きも同様であるとの説明であ

った。 

しかし、市の補助金交付規程には補助

対象事業、補助対象経費に関する記載が

ない。 

補助金交付規程の中で、補助対象事

業、補助対象経費を明確に定めるべきで

ある。 

令和 3 年 4 月 1 日に「太宰府市補

助金等交付規則」が施行されたこと

から、これに沿って「公益社団法人太

宰府市シルバー人材センター補助金

交付規程」についても指摘事項を踏

まえ内容の検討作業を進めていま

す。インボイス制度の導入に伴う影

響に対する国の動向を見つつ改定作

業を行う予定です。 

R5.6.8
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補助金交付の適正な審査について 

福祉課は、本補助金の交付決定にあた

って、国による補助金と同じ補助基準で

実施していることから、国の補助金交付

の採択をもって、市の補助金交付決定と

している。また、国へ提出された補助金

実績報告書を市補助金に対する正しい

実績報告書と見做し、市として実質的な

審査を行っていなかった。 

補助金執行の適正性を判断するため

には、事業内容や収支計算書を精査し、

補助金の積算根拠を明確にするととも

に、補助金の対象経費であるかを実際に

帳簿及び領収書等で確認すべきところ

である。 

補助金は、市が支出しているものであ

り、補助目的が達成できているのか事業

実績を確認し、指導を行うなど補助金交

付の適正な審査を行われたい。 

補助金申請の際必要な提出資料等

についても、補助金交付規程の改定

時に補助対象事業経費の明確化と併

せて整理・検討し、適切な審査を目指

します。 

R5.6.3 

４ 令和元年度第 1 期定期監査及び行政監査 

監査の結果及び措置状況（観光経済部産業振興課） 

監査結果 措置状況 通知日

太宰府市農業生産組織組合について 

太宰府市農業生産組織組合は、市より

5 万円の補助を受け、事務局を太宰府市

役所農政担当課に置くものとして、産業

振興課で事務を執り行っている。 

しかしながら、その活動は、市の事業

である「ふるさと水と土保全対策事業

（花いっぱい運動）」が主なものとなっ

ており、組合が本来目的とする活動がな

されておらず、形骸化した組織となって

いる。 

花いっぱい運動の受け皿となってい

るということであるが、農業生産組織組

合の本来の存立意義を整理し、補助金や

事務局の必要性について見直しを行わ

れたい。 

太宰府市農業生産組織組合の目的

は当市の都市近郊農業を皆で考え、

組合員相互の情報交換によって、そ

の生産活動を盛んにするとともに農

業生産組織の中核として団体と交流

連携を図ることです。 

当組合の構成員は市内農業者の中

核的存在であり、主要な取り組みで

ある花いっぱい運動は休耕田や史跡

地を活用したおもてなしの心による

観光資源づくりに寄与しており、有

益な団体として認識しています。 

また、当組合では世代を超えた農

業生産技術向上のための研修会や情

報交換を行っているところであり、

今回の指摘により、改めて組合にお

いて地域農業振興への取り組みにつ

いて、共通認識を確認しました。 

R5.6.8
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５ 令和元年度財政援助団体等監査 

監査の結果及び措置状況（教育部文化学習課） 

監査結果 措置状況（方針） 通知日

いきいき情報センターの管理について 

いきいき情報センターの指定管理協

定書及び仕様書には、文化学習情報セン

ター、生涯学習センター及びいきいき情

報センター駐車場を管理するほか消防

用設備やエレベーター、機械警備等の施

設全体に関わる設備の保守点検業務等

が規定されている。 

しかし、防災や危機管理等における建

物全体の施設管理者としての業務、共有

フロアや設備に係る業務、他団体占有ス

ペースの管理及び管財課所管の普通財

産の付帯設備の管理等において、一部業

務範囲や責任の所在が明確にされてい

ない状況が見受けられた。 

それらの業務には、文化学習課の事務

分掌外のものも含まれているが、現在、

指定管理協定書第 21 条に緊急時の対応

について規定もあり、建物の管理上、振

興財団が一部担っている。 

いきいき情報センターの管理体制に

ついて、文化学習課の責任範囲（事務分

掌）を明確にしたうえで、振興財団へ指

定管理する業務内容を仕様書に記載す

るとともに、関係各所へ指定管理の内容

を了解させる必要があるものと思われ

る。 

令和 4 年度中に協議を行い、令和 5

年度からは 1 階部分の管理を文化学

習課で行うこととなり、共有フロア、

他団体占有スペースの関係業務を文

化学習課へ移管しています。 

ただし、1 階共有フロア部分の活用

のあり方など、他課と協議を要する案

件があり、建物全体を指定管理業務と

するまでには至っておらず、今後、指

定管理者と継続して協議を進めてい

きます。 

R5.6.8

６ 令和元年度学校監査 

監査の結果及び措置状況（教育部学校教育課） 

監査結果 措置状況（方針） 通知日

ＰＴＡからの補助金や寄付金について 

今回、学校徴収金の監査を実施する中

で、太宰府東中学校ではＰＴＡより特別

施設整備補助金 90,000 円が補助され、別

通帳にて管理するとともに支出伺いに

よる決裁を受け執行されていた。さら

に、教育活動補助費として 72,000 円の補

助を受け、各学級 8,000 円ずつ、学級担

任に現金で支給され、その執行状況は、

PTA と学校間の現金の収受、支払

については、太宰府市立学校徴収金

取扱要領に規定する学校徴収金とは

異なるものの、今回の指摘を受け今

後の対応について検討課題といたし

ます。 

R5.6.8
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それぞれ学級会計報告がなされていた。

また、太宰府南小学校ではＰＴＡより

学校図書本代 200,000 円が寄付され、別

通帳にて管理するとともに支出伺いに

よる決裁や図書台帳による管理がなさ

れていた。 

これらの補助金や寄付金については、

取扱要領に規定する学校徴収金とは異

なるものの、ＰＴＡに対して使途を明確

にする必要があるものであり、学校徴収

金と同様の取扱いが必要なものである

と思われる。 

学校教育課におかれては、これらＰＴ

Ａからの補助金や寄付金に関し、各学校

において学校徴収金の支出に準じた取

扱いがなされるような基準の整備を検

討されたい。 

７ 令和 2 年度財政援助団体等監査 

監査の結果及び措置状況（観光経済部観光推進課） 

監査結果 措置状況（方針） 通知日

補助金交付について 

補助項目間の流用や補助対象外の負

担金への支出が行われており、補助金

申請時や実績報告時における申請内容

の確認、実績報告内容の確認等が不十

分な状況が見受けられた。流用に係る

経費及び対象外の支出については、返

還を求められたい。 

このような事態が生じたのは、補助

金交付要綱等が未整備のため、補助金

交付目的や補助対象経費の取扱い（流

用等）、補助金交付申請及び実績報告時

の手続きが明確にされていないためで

ある。 

早急に補助金交付要綱等を整備し、

補助金申請時の目的及び使途、並びに

精算時の指導等を行われたい。 

補助金の項目間の流用及び補助対

象外の負担金への支出については、観

光協会に対し、対象外と考える支出の

返還を求め、返還処理を令和３年度内

に完了しました。 

 補助金交付要綱等の整備について

は、令和３年３月に太宰府市補助金等

交付規則を制定しており、令和３年度

及び令和４年度についてはこの規則

に準じて補助金を交付しました。 

また、太宰府観光協会事業費補助金

交付要綱については、令和４年４月に

太宰府観光協会が一般社団法人とな

ったため、法人との連携を検討してい

く中で交付要綱の内容について令和

５年秋の策定を目指し検討していま

す。 

R5.6.16

太宰府館内の観光協会事務所の貸借関

係について 

太宰府館内に観光協会の事務所が設

置されているが、市と観光協会との貸

太宰府館の使用許可申請及び行政

財産使用料・光熱水費等については、

令和５年度から負担いただく旨、太宰

R5.6.16
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借契約等が交わされていない。太宰府

館は行政財産であるため「太宰府市公

有財産規則」に基づき公有財産使用許

可の手続きが必要である。同規則第 37

条に基づく貸付料の徴収、及び同規則

第 32 条に基づく施設の使用に係る管

理上必要な経費及び光熱水費等の費用

負担を含め、適正な措置を講じられた

い。 

また、観光協会の会則に規定されて

いる事務所の所在地の表記を、実態に

則した規定に改正するよう指導された

い。

府観光協会と合意をしています。具体

的な金額や支払方法について、観光協

会と協議中です。 

また、観光協会の事務所所在地の表

記については、令和 3 年度観光協会総

会（6 月）において実態に即した規定

に改正済です。 

８ 令和 3 年度財政援助団体等監査 

監査の結果及び措置状況（教育部文化財課） 

監査結果 措置状況（方針） 通知日

（古都大宰府保存協会分）

補助金の経理及び収益事業について 

保存協会に対する補助金の目的とな

る経費は、嘱託職員、臨時雇、役員の人

件費等とされており、保存協会の正味

財産増減計算書内訳表において、補助

金は経常収益に、人件費等は経常費用

に、それぞれ公益目的事業会計、収益事

業等会計及び法人会計へ振り分けられ

て記載されていたが、振り分けられた

補助金（経常収益）と人件費等の金額

（経常費用）が符合しない箇所が見受

けられた。公益目的事業会計、収益事業

等会計及び法人会計それぞれにおい

て、補助金収入と補助金の目的たる支

出が符合するように事業ごとの区分経

理を行い、適正な事務処理を行ってい

ただきたい。 

なお、収益事業に補助金を交付する

ことについては、疑念があるところで

ある。 

また、収益事業等会計に計上される

収益事業は「史跡解説パンフレット・書

事業内容とその予算の組み立て、

それに対して公益法人会計が求める

収支相償とが難しいため、補助金配

賦については、平成 25 年度の公益認

定申請時から現在のような処理を行

ってきたと説明を受けています。た

だご指摘のように事業毎の配賦状況

が見えにくいという課題があり、補

助金の目的たる支出が符号している

かどうかの確認ができていませんで

した。 

 このため、事業実施における適正

な予算の組み立てを行うため、公益

目的事業会計、収益事業等会計、法人

会計を精査し、補助金収入・目的に支

出の流れがわかる事業毎の区分経理

を行うよう、予算書の組み立てを指

導します。 

 その際、収益事業に補助金を充て

ないよう指導し、また「史跡解説パン

フレット・書籍等の制作販売」は「史

跡保存に関する広報普及事業」に含

むよう再検討いたします。 

R5.6.12
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籍等の制作・販売」、「会員向け事業」の

2 つとされている。 

収益事業のうち「史跡解説パンフレ

ット・書籍等の制作・販売」は、事業の

収支が経常的な赤字を抱えていること

もあり、一方で大宰府史跡保存に関す

る広報普及を図るための事業の 1 つの

方策とも考えられるため、この事業を

公益目的事業の「史跡保存に関する広

報普及事業」に含ませることを再検討

されたい。 

（文化財課分）

補助金の審査及び契約書等への補助金

の明記について 

補助金の実績報告について文化財課

は審査を行っているが、上記の補助金

と補助金の目的たる支出が符合しない

ことについては確認していなかった。

補助金の所管課として実績報告を十分

精査されるとともに、事務及び会計処

理について適切に指導されたい。 

さらに、保存協会が受託している史

跡保存広報事業や史跡整備事業、大宰

府展示館や水城館の指定管理事業の契

約において、これらに係る人件費は各

事業の契約額には計上されず補助金で

賄われている実態があるので、この点

については、契約に係る費用が市民に

分かるよう契約書等に明記しておくべ

きである。

収益事業を含む事業費に振り分け

られている補助金について精査し、

補助金を適切に執行するため、事務・

会計処理について検討を進めてまい

ります。 

 改善点について、史跡管理・普及啓

発等受託事業における人件費を補助

金で賄っていることについて、令和

５年度契約より契約書等に明記して

おります。 

 なお、指定管理事業における人件

費については、上記の「事業実施にお

ける適正な予算の組み立てを行う」

ことを念頭に、令和 5～7 年度契約の

際、一部の人件費を指定管理料に含

めました。このように措置をとって

いますが、指定管理契約のみの人件

費振分けはまだ課題があり、このた

め、補助金で賄っていることについ

ての契約書明記は、当該期について

は保留としています。 

R5.6.12

９ 令和 4 年度第 1 期定期監査及び行政監査 

監査の結果及び措置状況（市民生活部環境課） 

監査結果 措置状況（方針） 通知日

太宰府北寿苑跡地の活用について 

令和 2 年度第 1 期定期監査及び行政

監査の指摘事項「太宰府北寿苑跡地の

活用について」の措置方針について、令

和 4 年 6 月 9 日付で通知を受理した。

この通知において、今後地元との協議

を継続し、当該跡地の活用について検

北寿苑跡地活用については、大野城

太宰府環境施設組合とも協議してお

り、地元も納得する活用方法がないか

検討中です。現在は行政から活用方法

を提案するため、調査を行っていると

ころで、調査が完了し、活用方法の案

R5.5.17
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討を進めるとのことであるが、このよ

うな状況が長期に継続すれば、多額の

管理経費がかかることとなり、遊休地

の有効な活用の観点からも早急な解決

を図られたい。 

が示せる状況になれば、北谷区との協

議を行う予定です。 

監査の結果及び措置状況（総務部管財課） 

監査結果 措置状況 通知日

いきいき情報センターの管理の一元化

について 

令和 3 年度第１期定期監査及び行政

監査の指摘事項「いきいき情報センタ

ーの管理の一元化」について、令和 4 年

6 月 9 日付で措置方針の通知を受理し

た。この通知において、「令和 4 年度中

に結論を出す必要がある。」との方針を

示しているが、令和 5 年度当初から実

施できるように早急に対処されたい。 

監査の指摘を受け文化学習課と協

議を重ねてきました。 

その結果、太宰府市いきいき情報セ

ンター1 階の管理を令和 5 年 4 月 1 日

から文化学習課を主管課とすること

となりました。 

管財課のいきいき情報センター関

連の歳入歳出、1 階テナントの契約関

係もすべて令和5年度から文化学習課

へ移管しています。 

R5.6.7

監査の結果及び措置状況（総務部地域コミュニティ課） 

監査結果 措置状況（方針） 通知日

地域運営支援助成金について 

各自治会及び校区自治協議会（以下

「自治会等」という。）の決算報告を見

ると、翌年度への繰越金が増加してい

る。これはコロナの影響と思われる。 

助成金は、自治会等の活動の維持・活

性化を目的とするものである。したが

って、事業の中止等により費用が削減

された場合は、返還を求めるのが基本

である。 

しかし、補助金の交付要綱等の整備

が不十分なため、繰越の限度額の設定

もされず漫然と繰越額が増加している

実態である。地域コミュニティ課にお

いては、交付要綱等の整備を進めると

ともに、自治会等の自主的な活動を推

進するために市の指導の下に繰越金の

適正な執行を求めるべきである。 

地域運営支援助成金につきまして

は、交付に至った経緯などから、自治

会長報酬並びに隣組長手当等の基礎

的な運営費用に充てられています。 

しかしながら、事業の中止や縮小に

よる繰越金の増加は、適正な執行を求

めるべきものと考えます。 

つきましては、本制度が自治会等の

自主的な活動を推進する望ましい制

度となるよう、自治会等と協議し、要

綱等の整備を検討していきます。 

R5.6.9
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１０ 令和 4 年度財政援助団体等監査 

監査の結果及び措置状況（観光経済部産業振興課） 

監査結果 措置状況（方針） 通知日

（太宰府市商工会分）

補助金実績報告書について 

太宰府市補助金等交付規則第 11 条に

おいて、実績報告書には収支決算書を添

付することと規定されている。 

商工会では、商工会補助金の収支決算書

は作成されておらず、商工会総会で提出

された全体の収支決算書が産業振興課

に提出されている。また、事業費の中で、

商業部会活動費、工業部会活動費、観光

部会活動費の各部会の決算報告書につ

いても作成されていなかった。補助目的

や補助対象経費を明確にするためにも、

適正な事務処理を行われたい。 

商工会に対し、商工会補助金の収

支決算書、商業部会活動費、工業部

会活動費、観光部会活動費の各部会

の決算報告書について作成を指示し

ております。現在作成中であるとの

回答を得ています。 

R5.6.8

（産業振興課分）

補助金交付事務について 

商工会補助金の交付申請時の事業内

容には、経営改善普及事業と地域総合復

興事業を補助対象事業とされていたが、

交付申請時や実績報告時における補助

対象経費の確認等が不十分で、申請書に

記載がない管理費にも支出されている

ため、補助金の返還を求められたい。 

なお、太宰府市補助金等交付規則に基

づき、交付申請時の収支予算書等補助対

象経費が明確となる資料の確認や実績

報告時の収支決算書について十分精査

されることが望まれる。さらには、補助

金交付申請や実績報告時の起案文書へ

の理由等の記載、様式の使用について、

事務処理等を適正に実施するよう努め

られたい 

また、商工会に対する補助対象事業に

ついては、産業振興課の説明によれば、

交付根拠を「申し合わせ」であるとされ

ているが、その記載をした文書がなく、

公金支出の適正化を図るため、商工会と

の合意内容について太宰府市補助金等

交付規則に反しない限り、早急に明文化

し、産業振興課独自の交付要綱の整備を

図られたい。

令和 5 年 3 月 7 日に管理費である

602,459 円の返還を確認しました。

産業振興課独自の交付要綱について

は、現在作成中であり、令和 5 年度

内に策定する予定です。 

R5.6.8
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１１ 令和 4 年度学校監査 

監査の結果及び措置状況（教育部学校教育課） 

監査結果 措置状況（方針） 通知日

学校徴収金の未納金に関する取扱い

について 

学校徴収金の未納金については、各

学校において未納家庭への督促等や

就学援助費、児童手当からの充当を行

うことで、多くの場合徴収できている

状況であった。 

未納金が回収不能となった場合の

不納欠損の手続きの整備については、

以前から指摘しており、未納金の取扱

いについて実態を踏まえた規程等を

早急に整備されたい。 

各学校においては、引き続き未収入

金の回収に努めるとともに不能欠損処

理の方法等につきまして、現在学校教

育課で他市の状況等を調査・情報交換

しているところです。 

ご指摘のように実態を踏まえた方法

について他市の状況等に注視して今後

の対応を検討していきたいと考えてお

ります。 

R5.6.8

１２ 令和 4 年度工事監査 

監査の結果及び措置状況（都市整備部上下水道施設課） 

監査結果 措置状況（方針） 通知日

設計変更について 

設計変更については、設計と現場の

状況の相違による変更や受注者から

の提案もしくは発注者からの指示に

よる変更が考えられる。その多くは

「協議書」という形で提示され、発注

者内部の決裁を経て、「指示書」とい

う形で完結する。特に、増額の場合は

必要であると考える。今回の工事に関

する急速ろ過制御盤への１系前処理

設備制御と排水設備制御の増設につ

いては、各々単独で更新した場合と１

つの盤に増設した場合との比較を考

えたとき、一般的には後者が経済的に

優位であると理解されるが、もう一歩

踏み込んで、それぞれの場合の概算金

額を明らかにすることで、その費用対

効果を示すべきものと思われる。 

設計変更の際の協議書では、今後は

必要に応じて経済的比較のための概算

金額を記載し、効果を検証していきま

す。 

R5.6.2

建設工事及び設計・調査等委託業務の

成績評定について 

建設工事に係わる工事の成績評定

は、その実施に関して必要な事項を定

め、厳正かつ的確な評定の実施を図

り、もって建設業者の適正な選定及び

建設工事及び設計・調査等委託業務

の成績評定については契約主管課であ

る管財課に申し入れを行いました。 

R5.6.2
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指導育成に資することを目的として

いる。また、設計・調査等委託業務に

ついても同様であると考えるため建

設業者のためにも福岡県建設工事工

事成績評定要領や太宰府市建設工事

成績評定要綱に基づいて活用してい

ただきたい。

１３ 令和 4 年度情報システム監査 

監査の結果及び措置状況（総務部文書情報課） 

監査結果 措置状況 通知日

システム導入に係る業者選定におけ

る競争性、透明性の確保について 

本システム導入に関し、プロポーザ

ルにおける評価の配点割合が、プレゼ

ンテーション重視の評価基準となっ

ている。しかし、その内容は、担当課

がテーマとして提示した具体的な機

能の特性や実際の運用等の説明と機

能面の評価も含んだものであり、今

後、他市の評価基準を参考に見直し等

を検討されたい。

システム導入の際には、当該システ

ムを利用するに当たっての必要な機

能、運用方法及び価格等の評価基準に

ついて、他市の基準等も参考に見直し

を行いました。 

現在行っている、複合機のプロポー

ザルにおいての配点割合については基

準の見直しを行いました。 

今般の加速化する情報化にも対応す

べく、情報収集に努めてまいります。

R5.6.14


